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【特集】世界のベーシックインカム運動の現状と課題―韓国

韓国におけるベーシックインカム運動 
　　　　

朴 峻 喜
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　はじめに

　韓国におけるベーシックインカムに関する議論は，社会保障制度の本格的な導入が始まった
2000 年代から着実に行われてきた。2020 年にベーシックインカムの導入を目指す基本所得党（1）が
創党されると，主要政党である「共に民主党」（以下，民主党）との政策連合を通じて国会議員 1
人の当選に成功し，政界での議論が活発化した。さらに，京畿道知事時代にベーシックインカム関
連政策を着実に実施してきた「李在明（イ・ジェミョン）」（以下，イ・ジェミョン）が民主党代表
として 2022 年の第 20 代大統領選挙に立候補したことで，ベーシックインカムが世論の大きな注目
を集めることになった。実際，2021 年に京畿研究院が実施した社会調査では，71.6％が月 20 万
ウォンを支給するベーシックインカムに賛成すると回答した。
　では，なぜ韓国ではベーシックインカムが高い支持を得ているのだろうか。韓国でのベーシック
インカムに対する活発な議論と比較的高い賛成率には，深刻な雇用不安，経済的不平等，そして政
策効能感の経験が背景にある。韓国では 1997 年に発生したアジア経済危機以降，非正規労働者の
割合が増加し，雇用の不安定化が急速に進んだ。非正規労働者の割合は 2003 年に 32.6％を記録し
て以来，増減を繰り返しながら 2023 年には 37.0％に達した（経済活動人口調査 2023）。失業への
セーフティネットとなる雇用保険についても，2023 年の調査で正規雇用者の 91.9％が雇用保険に

（1）　ベーシックインカムは韓国語では「基本所得」である。本稿では，ベーシックインカムという用語はそのまま
使用し，党名については韓国語の「基本所得党」をそのまま訳出した。
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加入しているのに対し，非正規雇用者は 54.2％しか加入していないことが明らかになった（経済活
動人口調査 2023）。その結果，韓国の 2022 年のジニ係数は市場所得を基準に 0.405，等価可処分所
得を基準に 0.333 に達している（家計金融福祉調査 2023）。このような社会経済的背景の下で，現
在の韓国の福祉制度の行き詰まりを打破し，貧困と所得格差の問題を解決できる代替案として登場
したのがベーシックインカムである。良い働き口が減少している状況で，正規雇用を前提にした従
来の福祉制度には明らかに限界があり，社会保険から排除され，雇用の不安定性に苦しむ非正規労
働者を支えるには，雇用に関係なく無条件に提供されるベーシックインカムが有効である，という
のがベーシックインカムを支持する人々の基本的な主張である（イ・ウォンジェ他 2019；ユン・
フンシク 2017）。
　実際，韓国では部分的にベーシックインカムが政策として実施され，成果を生んだ前例もある。
現民主党のイ・ジェミョン代表が京畿道城南市長と京畿道知事を務めた当時，「青年配当」，「青年
ベーシックインカム」と呼ばれる部分的なベーシックインカム政策を実施し，これが若者の自立と
労働市場参入に肯定的な効果をもたらしたと評価されていた（ユン・ヘリン , オ・ミンホン 2021）。
これをきっかけに，2017 年 5 月から 2022 年 5 月までの 5 年間，与党であった民主党がベーシック
インカムに関する議論を積極的に展開し，韓国社会におけるベーシックインカムの認知度が大きく
上昇した。一方で，ベーシックインカムネットワークから出発し，長い間ベーシックインカムを主
張してきたのが基本所得党であり，民主党と政策連帯を結んでいる。
 しかし，韓国におけるベーシックインカムとはどういったものなのか。ベーシックインカム論を
よく理解するためには，誰がどのような政治的・経済的文脈でどのようにベーシックインカムを主
張しているかを把握する必要がある。現在，韓国ではベーシックインカムに関して大きく二つの政
治的立場が共存している。一つは民主党のイ・ジェミョン代表を中心とするベーシックインカム論
であり，もう一つはベーシックインカムネットワークから始まり，基本所得党まで続いているベー
シックインカムに関する議論である。本稿では，ベーシックインカムに対するこれら二つの論議が
どのように展開されてきたかを検討し，両者の違いを説明したい。

1　韓国におけるベーシックインカムに対する認識と支持

　韓国のベーシックインカム運動を議論する前に，2018 年以降に韓国で実施された様々な社会調
査資料を活用し，現在，韓国の一般市民がベーシックインカムをどのように認知し，評価している
かを紹介したい。
　まず，韓国の調査専門会社 Macromill Embrain が 1,000 人を対象に 2018 年から 2023 年まで毎年
実施したベーシックインカムに対する意見調査結果によると，2018 年 41.4％，2019 年 42.6％，
2020 年 43.4％，2021 年 45.9％，2023 年 47.2％と，導入に賛成する人の割合が徐々に増加している

（Macromill Embrain 2023）。また，民間研究所である LAB2050 が韓国の調査専門会社韓国リサー
チに依頼して 1,000 人を対象に実施した調査でも，2018 年 56.4％，2019 年 57.4％，2020 年 61.8％
とベーシックインカムに賛成する割合が増加傾向にあることが確認できる（LAB2050 2020）。ま
た，ベーシックインカムの議論を主導している民主党のイ・ジェミョン代表が京畿道知事在職中の
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2021 年に，京畿道傘下の京畿研究院で 1 万人を対象にベーシックインカムに関する大規模な調査
が実施され，ここでも類似の結果が見られた。これらの調査では，ベーシックインカムの条件を明
確に指定したうえで人々のベーシックインカムに対する態度を確認している。京畿研究院の場合，
月 20 万ウォン（約 2 万円（2））あるいは月 50 万ウォン（約 5 万円）をベーシックインカムとして支
給することを想定して世論調査を実施し，回答者の 80.8％が月 20 万ウォンあるいは月 50 万ウォン
を支給するベーシックインカム政策を支持すると回答した。より詳細には，月 20 万ウォンの支給
については 71.6％，月 50 万ウォンには 59.4％が賛成した（京畿研究院 2021）。
　では，なぜ人々はベーシックインカムに賛成するのだろうか。前述の Macromill Enbrain の調査
では，その主な理由として「経済的不平等問題を緩和できるから」を選んだ人が 43.9％で最も多
く，これに「未来に対する漠然とした不安感を解消できるから」42.2％，「社会的に二極化問題が
解消できるから」41.3％，「生活の余裕ができるから」40.9％，「社会不安要素を減らすことができ
るから」39.4％が続いた。京畿研究院の調査では，ベーシックインカム導入の賛成理由として「全
体的な生活の質の向上」，「人間の基本的権利の回復」，「消費増加による内需経済の活性化」を挙
げ，回答者に最も当てはまるものの 1 位と 2 位を選ばせた。その結果，特に「全体的な生活の質の
向上」を 1 位とした人が 27.9％で最も多く，2 位に選んだ人を合わせても 49.7％で最も多く，これ
に「人間の基本的権利の回復」（1 位 24.2％，1+2 位 34.9％），「消費増加による内需経済の活性化」

（1 位 13.8％，1+2 位 34.4％）が続いた。二つの調査結果から，約 50％程度の市民がベーシックイ
ンカムを支持していること，そして，社会不安と不平等の拡大がベーシックインカムに対する市民
の態度に大きな影響を与えていることが確認できる（図 1）。     

（2）　本論文は為替レートを 1 韓国ウォンに対して 0.1 円として計算した。

図1　各世論調査から確認できるベーシックインカムへの支持度
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出所：Macromill Embrain，Lab2050，京畿研究院の調査に基づいて筆者作成。
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2　ベーシックインカムの議論が広がった社会経済的背景

　圧縮的な経済成長を成し遂げた韓国社会では，成長が分配より優先され，福祉は先進国のみに可
能な贅沢品だった。また，福祉は家族と企業が分担して担うのが当然とされていた。このような背
景の中で，韓国の社会福祉制度とベーシックインカムに関する議論は，逆説的に政治・社会・経済
的な危機をきっかけに活性化してきた。まず，軍事反乱で政権を掌握した朴正煕（パク・チョン
ヒ）政権が国民年金と健康保険の法的基盤を作り，再び軍事反乱で政権を奪取した全斗煥（チョ
ン・ドゥファン）が政権を正当化するために「民主福祉国家」という概念を掲げ，国民健康保険と
国民年金を全国的に拡大させた（3）。その後，1997 年に韓国で IMF 危機と呼ばれる通貨危機が発生
すると，不安定な社会経済状況と社会的不平等の拡大を背景に普遍的福祉に対する関心が高まり始
めた。危機直後の 1998 年には労働者派遣制度が立法化され，非正規雇用が爆発的に増加した。ま
た，経済危機により大企業を含む多くの企業が倒産し，生き残った企業でも大規模な整理解雇が行
われ，失業者が急増した（図 2）。
　1997 年に 2.6％だった失業率は 1998 年に 7.0％まで急上昇し，翌 1999 年にも 6.3％と高く，2000
年に至ってようやく 4.1％（4.4％）に落ち着いた。しかし，青年失業率は 1997 年 5.7％から 1998
年 12.2％に急騰した後，1999 年 10.9％，2000 年 7.6％，2001 年 7.5％と高い水準が続いた（大田総

（3）　当初，国民年金の対象は 10 人以上の事業所従事者に限られたが，その後段階的に 5 人以上の事業所，農村地
域，都市地域，1 人以上の雇用事業所に拡大され，最近では日雇い労働者，時間制労働者にも適用されている。

図2　アジア経済危機前後の韓国の失業率
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出所：大田総合雇用安定センター雇用動向チーム（2023）に基づいて筆者作成。
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合雇用安定センター雇用動向チーム 2023）（4）。相対的に，経済危機が労働市場で弱者の立場にある
若者により厳しく影響したことが分かる。
　こうした急激な社会変動が社会構成員の福祉制度に対するニーズにつながり，韓国に外国為替流
動性を供給した IMF と世界銀行も安定的な経済成長に必要であるとして適切な社会安定網の拡大
を要求するようになった。その結果，韓国政府も本腰を入れて社会福祉制度の整備に取り組み始
め，それに伴ってベーシックインカムに対する議論も本格化することになった。
　まず，2000 年度から国民基礎生活保障制度が導入され，貧困層に対する最低所得保障が行われ
た。これは，保健福祉部長官が定めた最低生計費に所得が満たない世帯を対象に，生計給付，医療
給付，住居給付，教育給付などを支給する制度である。基本的には選別的な福祉制度だが，一定の
条件を満たした対象者に現金で所得を補塡するという意味で，部分的なベーシックインカム制度と
して理解されることもある。しかし，この制度でも深刻化する不平等を解決することは難しく，よ
り積極的で普遍的な福祉を求める声に対応すべく様々な形態の福祉制度が導入されていった。特
に，2008 年に再び金融危機が発生し，雇用の不安定化と不平等の拡大がさらに深刻になると，
2010 ～ 2011 年を起点に政策および世論の焦点が成長から福祉へと移り始めた（5）。2012 年 12 月 19
日に行われた第 18 代大統領選挙では，進歩・保守を問わず様々な福祉政策が公約として掲げられ
た。さらに，コロナ禍を契機に普遍的な補助金支給が何度か行われたことで，ベーシックインカム
をめぐる議論が一層高まった。
　このような社会経済的背景により，韓国ではベーシックインカムが生活保障制度の一部として理
解されることもあり，そのため，「青年ベーシックインカム制（青年に対するベーシックインカ
ム）」，「農民ベーシックインカム制（農民に対するベーシックインカム）」のような一定の制約を設
ける部分的なベーシックインカム制度の議論も展開されている。また，普遍的福祉とは異なり，
ベーシックインカムについてはまだ賛否両論が分かれている。まず，ベーシックインカムの必要性
と財源確保策の持続可能性の観点から，進歩的な政治家，活動家，研究者の間でもベーシックイン
カムに反対するケースが少なくない。何よりも，ベーシックインカムは様々なイデオロギー的・政
治的スペクトルを持っている。ベーシックインカム論として「すべての市民に無条件に定期的に現
金を配ろう」（キム・ゴンフェ 2022）という意見がある一方，ベーシックインカム論は多層的であ
り，異質な政治的志向と様々なアイデアが共存しているとする意見も存在する（イ・スンチョル

（4）　韓国では 1999 年 5 月までは 1 週間を基準に失業率を計算していたが，同年 6 月から 4 週間に変更された。ただ
し，本稿では正確な比較のため，1999 年 6 月以降のデータも 1 週間を基準に失業率を計算した。

（5）　まず，韓国の高い老人貧困率に対応するため，2008 年に基礎年金制度が施行された。基礎年金制度は，一定の
条件を満たせば 65 歳以上を対象に現物給付を行う制度である。その後，所得に関係なくすべての学生に学校で食
事を無償で提供する無償給食政策が導入された。無償給食政策については，2010 年にその導入に関する論争が激
化し，ソウル市で重要な政治的事件が発生した。当時，普遍的福祉を主張していた野党が 2011 年 6 月 2 日に行わ
れた地方選挙でソウル市議会の過半数以上を占める多数派となり，無償給食条例を通過させたが，当時のソウル市
長のオ・セフンは無償給食条例に反対し，ソウル市長の解職と無償給食の可否を判断する住民投票が同年 8 月 24
日に行われた。しかし，投票率 25.7％，有効投票基準 33.3％で住民投票成立基準を超えられずに開票すらできず，
オ・セフン市長は市長職を辞任することになった。さらに，韓国では政治の民主化が進み，2008 年から各地域の
教育政策を総括する教育長を地域住民が選挙で選ぶようになったが，2012 年以降多くの地域で無償給食を推進す
る進歩的な教育長が当選したことで無償給食制度が全国的に広がり，社会制度として確立した。
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2022）。後者の議論によれば，一定の基準以下の世帯の年間所得を補塡する負の所得税（negative 
income tax）や災害支援金のような条件付き現物支給から，参加所得，普遍的なベーシックインカ
ム，さらには基本資産に至る様々な構想が，通常，「ベーシックインカム」というカテゴリーの下
にひとまとめにされている。さらに，このようなアイデアを正当化する理論的議論においても，フ
リードマン（Milton Friedman）のような右派市場主義から，自由至上主義と共和主義を経て新左
派マルクス主義まで，おそらく他の領域であれば共存することは困難であったであろうイデオロ
ギーが，ベーシックインカム論の論拠としてまとめて提示されている。

3　ベーシックインカム運動の展開

　本節では，ベーシックインカム運動の重要な主体であった韓国社会党（基本所得党の前身）の歴
史と，彼らが主張するベーシックインカム論について概観する。ただし，韓国のベーシックインカ
ム運動の展開は韓国の労働運動および進歩政治の歴史と深く関連しているため，労働運動に関わる
他の集団も併せて動学的に記述する。
　表 1 で確認できるように，韓国では 1997 年にようやく進歩派政党（社会民主主義政党）が誕生
した。1987 年に独裁政権が崩壊したとはいえ，その後も保守政党が政権を握り，労働運動に対す
る激しい弾圧が続いていたためである。1995 年に初めて民主労働組合総連盟（以下，民主労総）
が設立され，1997 年にこの民主労総が主導して「国民勝利 21」という政治政党が結成された。た
だし，国民勝利 21 は一つの均一な政治集団というよりは，左派又は反右派の旗幟で成立されただ
けで，実際には結成前からあった様々な社会運動派閥を内包したものであった。そのため，こうし
た派閥の分裂，離脱，合流を幾度となく繰り返していくうちに，多数の政党が乱立することにな
る。2020 年に結成された「基本所得党」もこの時期の韓国左派の派閥闘争の流れの中で誕生した
といえる。
　1990 年までの韓国の社会運動には大きく「NL 派」と「PD 派」という二つの派閥が存在し，そ
れぞれ民主化運動を行ってきた。両者はいずれも韓国における民主主義の実現を目的とする集団で
はあったが，運動の背景にある政治思想は大きく異なっていた。NL 派は National Liberation の略
称で民族民衆主義と呼ばれており，反帝国主義を表明し，北朝鮮を支持する立場であった。PD 派
は People’s Democracy の略称で左派社会主義と呼ばれており，ソ連を支持する立場であった。
1991 年にソ連が崩壊すると，NL 派は堅固に組織を維持した反面，ソ連を支持した PD 派は多様な
分野に進出して環境運動，女性運動，人権運動などの運動に関わることになった。NL 派と PD 派
は独自に活動していたが，結局，国民勝利 21 として一つのグループにまとまることになった。国
民勝利 21 は 2000 年に「民主労働党」となり，2002 年の第 3 回全国同時地方選挙で 22 名の地方自
治体長および地方自治体議員の当選，2004 年の第 17 代総選挙では 10 名が国会議員に選ばれた。
韓国で唯一，社会民主主義政党が大きな支持を得た時であり，政治的にも大きな進展があった。し
かし，NL 派と PD 派の間には依然として利害関係と政治思想に大きな違いが存在したため，2008
年に崩壊した。
　一方，国民勝利 21 に参加しなかった一部の PD 系列の活動家が，1998 年に「青年進歩党」を設
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表1　韓国左派政党と基本所得党の歴史

年月 主要
選挙日程 NL NL+PD 連合

PD
（連合参加派

閥）

PD
（連合未参加派閥）

主要事件 政党名
1995 - 民主労総設立
1997 - 国民勝利 21 設立
1998 - 青年進歩党設立

青年進歩党設立 
［1998-2000］2000/4 第 16 代 国会議

員選挙
得票率 2％未満で政党解散

（国民勝利 21 から民主労働党へ再結党）
得票率不足により

政党解散

2000/10 - 青年進歩党再結党 青年進歩党 
［2000］

2001/8 - 青年進歩党 → 社会党

社会党 
［2001-2004］

2002 第 3 回全国地
方自治体選挙 22 名当選 -

2004/4 第 17 代 国会議
員選挙 比例得票率 13％，10 名当選（地域 2 名） 得票率 0.2％で解散

2006/4 - 希望社会党として再結党 希望社会党 
［2006］

2006/10 - 希望社会党から韓国社会
党へ党名変更

2007 第 17 代 大統領
選挙 党代表 得票率 3.01％ 党代表 得票率 0.07％ 韓国社会党 

［2006-2008］
2008/2 - 民主労働党分党

社会党  
［2008-2012］

2008/2 -
民主労働党継
承（一部の勢

力）
進歩新党設立

2008/4 第 18 代 国会議
員選挙

比例得票率
5.7％，合計 5
名当選（地域

2 名）

比例得票率
2.94％，当選

失敗
得票率 0.2％で政党解散
後，社会党として再結党

2012 - 民主労働党＋進歩新党（統合
派）　→統合進歩党設立

進歩新党（残留派）＋社会党統合，
統合後の政党名は進歩新党

進歩新党 
［2012］

2012/4 第 19 代 国会議
員選挙

< 以下省略 >

比例得票率 1.13％，
当選失敗政党解散後，

進歩新党連帯会議として再結党

進歩新党
連帯会議 

［2012-2013］

2013/7 - 進歩新党連帯会議から労働党へ党名改正 労働党 
［2012-2019］

2019/7 - 労働党分党
-

2019/7 - 労働党継承 -
2020/1 - 基本所得党創党

基本所得党 
［2020 ～］

2020/4 第 20 代 国会議
員選挙

比例得票率
0.38％

民主党との政策連帯で
1 議席確保

2022/2 -
労働党と社会
変革労働者党

が統合

2024/4 - < 以下省略 > 民主党との政策連帯で
1 議席確保

出所：筆者作成。
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立した。彼らはソ連の崩壊以降，当時新社会運動議題と呼ばれた環境運動，女性運動，人権運動な
どに活動の幅を広げており，その中心となったのが大学生を中心とする若者であった。一方，労働
者の参加は比較的少なかったため，労働運動・組織に対する影響力は弱かった。青年進歩党は
2001 年に「社会党」に名前を変更した。社会党の活動は，2000 年度以降の新社会運動と呼ばれる
理論的な潮流と，経済発展と共に多様な問題に関心を持つ市民運動の成長と並走している。社会党
も第 17 代総選挙に独自の候補者を立てたが，労働組合などの頑固な組織力を持つ民主労働党に比
べて政治的な基盤が脆弱で，0.2％の得票率に留まった。
　このように，社会党は選挙では全く成果を上げることができず，法律により政党が解散されると
いう大きな打撃を受けたが（6），彼らの論点・主張の幅は着実に広がった。党内でベーシックインカ
ム論が浮上したのもまさにこの時期である。実際，社会党はベーシックインカムの世界的団体

「ベーシックインカム地球ネットワーク（BIEN, Basic Income Earth Network）」の共同創立者で
あり，英国ロンドン大学 SOAS の教授である Guy Standing のプレカリアート論を自分たちのアイ
デンティティとして採択し，弱い立場にある労働者のための運動を展開した。既存の労働組合が注
目しなかったアルバイト組合を通じた労働運動もその一つである（7）。そして，こうした運動を展開
しつつ，社会のオルタナティブとしてベーシックインカム論を主張した。
　一方，民主労働党は 2008 年，NL 派と PD 派を中心にそれぞれ「民主労働党」と「進歩新党」と
に分裂した。進歩新党は社会民主主義や反資本主義，生態主義，女性運動へと活動を広げ，2012
年には進歩新党と社会党が統合されて新たな「進歩新党」を発足させた。同年の選挙で敗北した影
響で政党は一旦解散するものの，2013 年に「労働党」として再結成された。しかし，残念ながら
その後も選挙での惨敗と党内分裂が続き，多くの党員が離党した。そして，党の規模がいよいよ小
さくなった 2019 年，一部の党員が社会党を離れ，「基本所得党」を結成した。韓国で唯一，最も早
くそして一貫してベーシックインカムを主張してきた社会党は，結局，様々な浮き沈みと分裂とい
う危機を経て基本所得党を創党することになったのである。
　創党後，基本所得党は 2020 年の第 20 代総選挙で韓国の第 1 野党である民主党との政策および選
挙での連携を通じて国会で 1 議席を確保し，2024 年の第 21 代総選挙でも民主党と同様の連携を
行って 1 議席を維持している（8）。基本所得党が民主党と政策および選挙連帯をするようになったの
には，いくつかの理由がある。第一に，民主党のイ・ジェミョン代表がベーシックインカムを持続
的に主張し，関連政策を実行してきていることから，党内でベーシックインカムに関する議論が着
実に行われており，ある程度政策連帯が可能だったことがある。第二に，長期にわたって派閥争い
やそれに伴う政治的浮き沈みを経験した基本所得党が，現実的にベーシックインカム政策を立案

（6）　韓国では政党法に基づいて国会議員選挙で得票率が 2％未満の政党については解散命令がでる。
（7）　アルバイト労働組合は主にパート・アルバイト労働者を対象とする労働組合である。当時すでに社会問題と

なっていたファーストフードチェーン店の労働条件を改善するためにマクドナルド労働組合を結成して韓国マクド
ナルドと交渉したのが代表的な例である。

（8）　具体的な選挙協力の方法は以下の通りである。まず，基本所得党の党代表が民主党の比例候補として立候補し，
国会議員に当選した後で民主党を脱退し，再び基本所得党に加入する方式をとっている。民主党にとっては少数政
党を支援するという大義名分が立ち，基本所得党は議席を確保するという実利が得られる。しかし，このような方
法は民主主義の原則に反するという批判もある。
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し，主張するためには国会に党員を送り込む必要があることを強く認識していたからである。

4　基本所得党のベーシックインカム政策

　基本所得党のベーシックインカム論は「ベーシックインカム韓国ネットワーク（BIKN）」の考
え方を土台にしている。前述の BIEN の会員団体である BIKN では，ベーシックインカムを「共
有富に対するすべての社会構成員の権利に基づく分け前として，皆に，無条件に，個別に，定期的
に，現金で支給される所得」（定款第 2 条）と定義している。また，BIKN はベーシックインカム
を定義しながら，同時にその源泉として「共有富（Common Wealth）」を指し示し，なぜベーシッ
クインカムを無条件的，普遍的，個別的に分け与えなければならないのかという問題も明確にし
た。BIKN がベーシックインカムの源泉と見なす “共有富” とは，社会が生産した富のうち，特定
の主体の成果として排他的に帰属することができない，すべての人の富を意味する。BIKN の主張
によると，そのような特定の主体の成果に帰属することができない富は，すべての人に個別に，分
け隔てなく，平等に分配されるべきである。したがって，労働の有無や資産レベルに応じた選別分
配や差分分配は正当化されず，無条件，普遍的，個別的な移転方式であるベーシックインカムだけ
が，皆の分を皆に還元する唯一の正当な分配方法といえる（ベーシックインカム韓国ネットワーク
2024）。
　BIKN は，共有富を土地，天然資源，生態環境などと定義し，これらが皆のものであり，これら
から発生した収益もまた皆のものであると主張している。また，共有富には自然的なものだけでな

表2　基本所得党のベーシックインカム政策（2020年大統領選挙当時）
支給額（月） 60 万ウォン（6 万円）
支給対象 全国民
財政 372 兆 2400 億ウォン（37 兆円）

財源調達方式

市民再分配寄与金（市民税） 
新設

勤労所得の 15%
108 兆 2042 億ウォン

総合所得の 15%
免税区間廃止 15% 57 兆 4647 億ウォン

再分配寄与金法 法人収入の 15% 9 兆 2000 億ウォン

選別的現金手当統合（廃止）

基礎生計給与

34 兆 4715 億ウォン
基礎年金
青年求職手当
児童手当

勤労，子供奨励税制廃止 4 兆 3428 億ウォン
土地保有税新 1.5%，総合不動産税廃止 92 兆 5050 億ウォン

炭素税 炭素 1 換算トン当たり 10 万ウォン，
付加価値税 70 兆 200 億ウォン

原発危険負担税 lkwh 当たり 60 ウォン 8 兆ウォン

その他
データ配当 すべての上場企業の時価総額に 1％

の共有持分権を設定 @

民主主義手当 年間 10 万ウォン 3 兆ウォン

出所：ジャン・ホジョン（2020）。
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く，人工的なものも存在するという議論もされている。例えば，現在発生している所得の 90％程
度は前世代によって蓄積された知識の外部効果といえるため，その知識に基づいて発生した所得の
一部をベーシックインカムとして再分配することが妥当であると主張している。同じ文脈でビッグ
データも人工的な共有富として扱っており，ビッグデータを使用して発生した収益もベーシックイ
ンカムの財源になるとしている（9）（グン・ミン 2020）。このように BIKN では，共有富を活用し，
現在行われている選別的な現金給付を中止し，土地税と環境税の負担を増やすことで，全国民に月
60 万ウォンのベーシックインカムを支給することができると主張している。具体的な政策は表 2
の通りである。

5　民主党のベーシックインカム政策

　いっぽう，イ・ジェミョン代表は，自身のベーシックインカム政策を京畿道城南市市長および京
畿道知事時代から 2022 年の第 20 代大統領選挙，2024 年の第 22 代国会議員選挙を通じて着実に提
示し，部分的に政策に反映してきた。まず，京畿道城南市長に在職中（2014 ～ 2018 年），2016 年
1 月から京畿道城南市に 3 年以上居住した 24 歳の青年を対象に，四半期ごとに 25 万ウォン（約 2
万 5 千円）ずつ年間 100 万ウォン（約 10 万円）の地域通貨を支給する「青年配当」政策を施行し
た。青年配当は，高い青年失業率に苦しむ青年を支援するための政策であり，要件にさえ該当すれ
ば，財産，所得，就職の有無などに関係なく一括して支給された。年齢には制限はあったが，無条
件に個人に現金で支給するという点では，部分的なベーシックインカムといえる。その後，2018
年に城南市を管轄する京畿道知事に当選し 2021 年まで在職したが，この間，青年配当を調整した

「青年ベーシックインカム」政策を立案し，京畿道城南市の青年配当もこれに統合した。青年ベー
シックインカムは対象を城南市居住者から京畿道居住者に拡大しただけで，その構造は基本的に城
南市で施行した青年配当と同じである。
　「青年配当」と「青年ベーシックインカム」は，青年の社会的基本権を保障することを目的に立
案され，定期的な所得支援を通じて青年の社会統合を目標としている。青年配当と青年ベーシック
インカムは韓国でも非常に珍しい政策的事例であったため，研究者たちも大きな関心を持ち，その
効果を検証した。まず，ユン・ヘリンとオ・ミンホン（2021）は，青年配当を受けた城南市の 24
歳の青年と，青年配当を受けなかった近隣地域の 24 歳の青年の労働市場成果を比較し，青年配当
を受けた青年がより高い労働市場成果を達成したという結果を報告した。また，キム・ジョンジン
他（2019）の調査では，青年ベーシックインカムが青年の働く動機，対人関係，幸福度などに肯定
的な影響を与えたという結果が示された。
　このような政策的成果を基に，2022 年の第 20 代大統領選挙で民主党選出の候補となったイ代表
は，第 3 の主要公約として全国民ベーシックインカムを提示した。具体的には，任期初年度に年間
25 万ウォン（約 2 万 5 千円）のベーシックインカムを支給し，その後段階的に増額して任期最後
の 5 年目には年間 100 万ウォン（約 10 万円）を支給するという内容であった。

（9）　基本所得党はビッグデータに対して共同所有権があると主張している。
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　その後，第 22 代国会議員選挙では大統領選挙で提示したベーシックインカム公約を一部修正し
て基本社会 5 大公約を発表した。基本社会 5 大公約とは，「出生ベーシックインカム」「基本住宅」

「大学無償教育」「介護費健康保険適用」および「若者の一日一食支援」である。このうち，出生
ベーシックインカムは個別に無条件で現金を支給する制度で，これに関連して大きく二つの政策を
提示した。一つは「子供自立ファンド」という項目を新設し，誕生後 17 歳まで毎月 10 万ウォンを
政府がファンド口座に入金する政策であり，もう一つは現在韓国で 8 歳以下の児童を対象に支給さ
れる児童手当を 17 歳まで拡大し，児童 1 人当たり月 20 万ウォンを毎月支給する政策である。
　選挙が終わった現在も，イ代表のベーシックインカムに関連する動きは続いている。まず，民主
党は国会において「全国民 25 万ウォン支援法（民生回復支援支給特別措置法）」を発議し，一時的
ではあるが全国民を対象に 25 万ウォン（約 2 万 5 千円）のベーシックインカムを支給する法案を
通過させた（10）。他にも，民主党の影響力が強い地域である「全北特別自治道順昌郡」では，地域農
民 4,500 人余りを対象に 2024 年 12 月に順昌郡だけで使用できる地域通貨で農民ベーシックインカ
ムとして 100 万ウォンを支給する案を推進しており，他の農村地域でも同様の議論が進んでいる。
このように一部の自治体が推進している農民ベーシックインカムについては，民主党の政策研究所
である民主研究院などが自治体と共同でその効果を検証する予定であり，その結果が注目される。

6　民主党と基本所得党，それぞれのベーシックインカム論

　イ・ジェミョン代表が主導する民主党のベーシックインカム論と基本所得党のベーシックインカ
ム論は多くの点で共通している。まず，金額的な違いはあるものの，両党とも選別的福祉や負の所
得税などとは異なり，国民なら誰でも受けられるように審査なしで支給することを主張している。
また，国土税あるいは土地税を強化し，これをベーシックインカム予算に反映させようとしている
点も共通する。韓国では総合不動産税が事実上富裕税の役割を果たしているが，基本所得党と民主
党はいずれもこの富裕税である土地税をより強化し，ベーシックインカムの財源を確保しようと主
張している。
　ただし，両党が掲げるベーシックインカム政策には次のような明確な違いも存在する。第一に，
主張しているベーシックインカムの金額である。基本所得党が 2022 年の大統領選挙当時主張した
ベーシックインカムの支給金額は月 60 万ウォン（約 6 万円）であったのに対し，民主党は年間
100 万ウォン（約 10 万円），つまり月 8 万ウォン（約 8 千円）を支給できるとした。ベーシックイ
ンカム論者の間では，イ代表が提案したベーシックインカムでは金額が少なすぎて “ベーシック

（基本的）” な生活を維持するというベーシックインカムの目的を達成できないのではないかという
批判も提起されている。
　第二に，より根本的な問題として，ベーシックインカムを実施すべき理由と目的に対する哲学
的・イデオロギー的な違いが存在する。ベーシックインカム論によればベーシックインカムと普遍

（10）　当法案は，本稿を作成している 2024 年 8 月 17 日までも大統領が拒否権を行使しているため，実際の法案成立
の見通しは不透明である。
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的給付は異なる概念であり，普遍的な性格を持つことだけでそれをベーシックインカムと呼ぶこと
はできない。なぜなら，普遍的給付には「本来彼らの分であるものを彼らに返す」というベーシッ
クインカムの理念が少しも含まれていないからである（キム・ゴンフェ 2022）。すでに述べたよう
に，基本所得党のベーシックインカム論では，BIEN の共同創立者である Guy Standing のプレカ
リアート論に基づき，共有富の考え方を明確に主張しているが，イ代表のベーシックインカム政策
は厳密に言えば普遍的給付に過ぎない。
　第三に，イ代表のベーシックインカム論では，青年配当と同様に，一部のベーシックインカム政
策には条件が付加されている。ベーシックインカムが “無条件性” を強調しているのに対し，イ代
表は大統領選挙の時も青年に 200 万ウォンという金額を提示するなど，依然として青年という人口
学的属性に依拠して差分的な金額を支給しようしているという点で異なっている。

　おわりに

　本稿では，韓国のベーシックインカム運動がどのように展開されてきたかを概観し，関連政策を
紹介した。韓国では 2000 年代以降，ベーシックインカムに対する議論が本格化し，2010 年代に入
ると一部の地方自治体を中心に政策的実験が行われた。特に，民主党のイ・ジェミョン現代表が城
南市長および京畿道知事時代に施行した青年ベーシックインカム政策は，政策受益者の満足度が高
く，学術的にも青年たちの労働市場への参入と自立に一定の成果があったと評価された。韓国では
イ代表が次の第 21 代大統領選挙に出馬する可能性が少なくないほか，2020 年からは民主党と基本
所得党が政策的連携および選挙協力をしているため，今後，ベーシックインカムに関する学術的・
政策的な議論がさらに拡大すると予想される。
　ところが実際には，この二つの党のベーシックインカム論に対する認識は根本的な部分で異なっ
ている。今のところ，民主党のイ・ジェミョン代表がベーシックインカム政策を主導し，基本所得
党がこれに歩調を合わせる形で，両党の政策連携が比較的安定している。両党の間での政策討論も
行われておらず，相互批判しにくい構造が出来上がっている。そのため，一般市民の多くはイ・
ジェミョン代表の普遍的給付に近いベーシックインカム政策と基本所得党のベーシックインカム論
の違いを明確に認識できていない。現状では新自由主義政策を推進している与党が普遍的な福祉政
策を拒否しているが，将来的に与野党のパワーバランスが変化し，普遍的な福祉政策が韓国社会全
般に拡大することになった場合，この二つの集団が意見の衝突なしに政策的な連携を続けていくに
は一定の限界があると予想される。その時にどのようなベーシックインカム政策が取られるかを的
確に予測するためには，民主党と基本所得党の政策連携の様相を継続的に把握することが重要であ
る。
　韓国では，他の福祉国家に比べ，極めて短期間で圧縮的にベーシックインカムに関する議論が展
開され，ベーシックインカムに対する市民の支持率も着実に高まっている。これは，アジア経済危
機，リーマンショックなどを経て高まった雇用と社会の不安定性に対する反応であると理解でき
る。また，韓国で広く定着した無償給食，児童手当のような部分的なベーシックインカムあるいは
普遍的な福祉制度に対する政治的効能感の結果ともいえる。ただし，韓国のベーシックインカムの
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議論は今もなお進行中であり，政治的実験と理論的議論が同時多発的に行われている。そして何よ
りも，大統領が過去に類を見ないほど頻繁に拒否権を行使するほど，現在の与党および保守層は選
別的福祉を強く主張している。今後，韓国におけるベーシックインカム論および関連する施策がど
のような方向に向かい，どこに着地するのか，本稿で述べた政治の動向や社会経済状況など，様々
な影響要因を一つひとつ紐解きながら検討する必要がある。
� （ぱく・じゅんひ　立教大学経済学部助教）　
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